
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 件
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

コミュニティ団体への制度の周知を図ることが必要である。これ
までの助成事例を市ＨＰでも紹介するとともに、地域振興会など
をとおして周知を図っていくことも必要。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり補助することが適当 ２次評価 不要 　

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

0.0%

３ 妥当でない

2,520,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

各種助成事業等の照会・申請事務

2,520,000 2,520,000 2,520,000 0.0% 2,520,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 2,520,000 2,520,000 2,520,000 2,520,000

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 2,520,000

0.0% 2

②年間所要時間 600 600 600 600 0.0% 600

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2
収入合計 0 0 0 0 0
⑤一般財源
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

支出合計（Ａ） 0 0 0 0 0
⑤その他
④負担金補助及び交付金
③工事請負費
②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

7助成認可数 9 6 7 3 42.9%

各種助成事業等の照会、申請事務

意       図
（成果指標）

①事業費等の確保を図ることによって、自主的活動を促進する
②市の単独事業の財源確保を図り、適正な行政経営に資する

活
動
指
標

助成制度数 21 18 18 16 88.9% 16
事業申請数 10 9 10 6 60.0% 10３

指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 １-１　地域コミュニティ活動等の推進 市民協働の状況 協働可能だが予定なし

２
事
業
概
要

事 業 概 要 県、地域活性化センター等の助成制度に関する情報提供及び申請事務

対　   　象 ①町内会、実行委員会等のコミュニティ団体　②市役所各課

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

施  策  名 １　市民参画・協働の推進 目

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 予算なし

目  標  名 共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

政  策  名

企画政策課

予 算 事 業 名 なし 係　   　名 企画係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1067

補助金

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 企画政策課所管助成制度申請事務 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 不明 終了年度

１　市民自治の確立 項



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 回
③
① 団体
② 団体
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

負担割合の適正化

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

自主的な活動を行うNPOやボランティア団体の把握、魚津市社会福
祉協議会のボランティアセンターと連携を取りながら、情報の
ネットワーク化を図ることが大切である。

評
価
結
果

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率

３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

１ 高い ２ 普通 ３ 低い

Ｂ

３ 妥当でない

不要 　

１ 適正である

評価項目

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

３ 低い

１ 妥当である

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
３ 低い・未実施

自治体関与の妥当性

目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり
対象の妥当性

２ 改善の余地あり

100

420,000 420,000

①事務事業に携わる正規職員数 1

効  率  性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である

６
評
価

評価の視点

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ｃ

100 0.0% 100

1 1

魚津市ボランティアセンターとの連携

0.0% 420,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 458,000 458,000 458,000 428,269 -6.5% 458,000

人
件
費

0.0% 1

②年間所要時間 100 100

8,269 -78.2% 38,000
⑤一般財源

1

38,000
収入合計 38,000 38,000 38,000

-78.2%
④その他（使用料、雑入等）

38,000 38,000 38,000 8,269

38,000
⑤その他 5,000 5,0005,000 5,000

8,269

財
源
内
訳

①国庫支出金
支出合計（Ａ） 38,000 38,000 38,000 -78.2%

③地方債

-100.0%

決算増減率 当初予算額

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費

③工事請負費
④負担金補助及び交付金

②県支出金

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000 420,000

90.0% 20
83 92.2% 90

33,000 33,000
②委託料

予算現額 決算額 予算現額 決算額
33,000 8,269 -74.9% 33,000

25年度 26年度

1
ボランティア団体調査 1 0 1 0 0.0% 1

成
果
指
標

NPO団体数 19 18 20 18
ボランティア団体数 90 83 90

実績
01 0.0%

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市民・各種団体・企業・NPO法人・ボランティア団体などの地域活動やボランティア活動を促進し、協働推進の拡充
を図る。

対　   　象 市民・各種団体・企業・NPO法人・ボランティア団体

手       段
（活動指標）

ボランティア団体等の把握

達成率 計画

意       図
（成果指標）

NPO法人・ボランティア団体への参加促進により、まちづくりの一翼を担う団体が増える。また、団体をネットワー
ク化することで、活動の輪を広げることができる。

25年度 26年度
計画 実績

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

ボランティア連携事業の実施 1 0
計画

目 一般管理費

共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款 総務費
予
算
科
目

会　   　計

１　市民自治の確立

市民協働の状況 協働している１-１　地域コミュニティ活動等の推進

電 話 番 号

地域協働課

0765-23-1017

開始年度 平成15年度 終了年度

項 総務管理費

当面継続 一般会計

NPO・ボランティア活動促進事業 係　   　名 地域協働推進係

担
当
部
署

課       名

事  業  期　間

事  業  区　分 自治事務

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 NPO・ボランティア活動促進事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名

予 算 事 業 名

施  策  名 １　市民参画・協働の推進



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 館
② 人
③
① 館
② 人
③ ％

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

自らの地域づくりは自らが議論して決定する仕組みを構築し、住
民主体の地域づくりを進めていくためには、地域の様々な立場の
団体が幅広くまちづくりに参加し、まちづくりのすそ野を広げて
いくことが重要である。行政は、地域の体制づくりや活動を支援
していくことが大切である。

評
価
結
果

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

不要 　
計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ａ

効  率  性 Ａ

１次評価
（課長総括）

妥　当　性 Ａ

Ａ

コミュニティ機能を併設する公民館が増えるよう地域を回って説明し、地域振興会等の組織づくりを推進したところ、13館中10館で
理解が得られた。平成26年度当初には10館が併設公民館となる予定で、併任公民館職員も20人で人件費等の予算を組んだ。

1,200
人
件
費

18,939,469 18,572,011 6.1% 48,132,000

4,200,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

3

20.0%

20.0% 5,040,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 18,100,140 17,511,328

5,040,000 5,040,000

①事務事業に携わる正規職員数

②年間所要時間 1,000 1,000 1,200 1,200

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 4,200,000

43,092,000
43,092,000

1 200.0% 3
13,900,140 13,311,328 13,899,469

1 3
13,532,011 1.7%

13,311,328 13,899,469 13,532,011 1.7%

②県支出金
③地方債

12,215,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

13,900,140
収入合計
⑤一般財源
④その他（使用料、雑入等）

38,068,000
支出合計（Ａ） 13,900,140 13,311,328 13,899,469 13,532,011 1.7% 43,092,000
⑤その他 11,880,889 12,215,000 12,075,824 1.6%

③工事請負費
④負担金補助及び交付金 1.8%1,430,439 1,684,469 1,456,187

26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

5,024,000

101.5% 45

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費

地区の公民館を拠点とした地域コミュニティ活動が活発に行
われていると感じる市民の割合 40 41

成
果
指
標

1,685,140

②委託料

25年度

1 1

100.0% 10
併任した公民館職員数 6 6 10 10 100.0% 20

5 5コミュニティ機能が併設された公民館数 3 3

2 4 4 100.0% 14
2 2

計画 実績 達成率 計画
100.0% 5

意       図
（成果指標）

地域住民が「自分たちのまちは自分たちでつくる」という自治意識をもち、地域の課題を住民自らが協議解決し地域に合ったまちづくりを実
現するために、地域のコミュニティが連携・協力した組織が設立される。地域づくりが進んだ地区の公民館に公民館職員を併任し、事務員を
常勤化する。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績

活
動
指
標

当年度コミュニティ機能が併設した公民館数

当年度併設した公民館職員数 2

市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市内13地区で、公民館を地域づくりの拠点施設として位置づけ、地域住民による地域づくりの中心となる組織（地域
振興会）の設立に対して支援する。また、その拠点施設である公民館の職員を地域振興事務員に併任し、地域づくり
事業の補助・事務を行うことにより住民自治の推進を図る。

対　   　象 市内13地区公民館、公民館職員

手       段
（活動指標）

地区公民館を地域づくりの核とした住民自治を推進していくための組織づくりが進んでいない地区について、地域住民と協議しながら体制づ
くりを支援する。公民館職員に地域づくり事業の事務について説明し、理解・協力を得るとともに、事務員として併任する。

係　   　名 地域協働推進係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1017

開始年度 平成22年度 終了年度

地域協働課

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 住民自治推進事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 １-１　地域コミュニティ活動等の推進

事  業  期　間

施  策  名 １　市民参画・協働の推進 目 企画費

総務費

１　市民自治の確立 項 総務管理費

予 算 事 業 名 地域振興事業



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
② 回
③
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

指定管理者と連携しながら、施設が適正に管理されるよう努め
る。
指定管理者による自主事業において、交流人口が増えるよう協働
していく。

評
価
結
果

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない１ 妥当である

不要 　
管理運営の進め方・内容について改
善の余地あり

２次評価

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ｂ

効  率  性 Ｂ

１次評価
（課長総括）

妥　当　性 Ａ

Ｂ

指定管理者による、施設管理および自主事業の実施

300
人
件
費

10,671,296 10,626,500 36.9% 7,829,000

1,260,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

1

0.0%

0.0% 1,260,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 7,760,000 7,760,000

1,260,000 1,260,000

①事務事業に携わる正規職員数

②年間所要時間 300 300 300 300

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,260,000

6,566,900
6,569,000

1 0.0% 1
6,500,000 6,500,000 9,411,296

2,100 0.0% 2,1002,100 2,000

1 1
9,366,500 44.1%

6,497,900 9,409,296 9,364,400 44.1%

②県支出金
③地方債

財
源
内
訳

①国庫支出金

6,497,900
収入合計
⑤一般財源
④その他（使用料、雑入等） 2,100

支出合計（Ａ） 6,500,000 6,500,000 9,411,296 9,366,500 44.1% 6,569,000
⑤その他

③工事請負費 2,911,296 2,866,500
④負担金補助及び交付金

6,500,000 6,500,000 6,500,000 0.0%

26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

6,569,000

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費

成
果
指
標

②委託料 6,500,000

25年度

6,500,000 6,500,000

88.2% 18,00018,000 15,878施設利用者数 17,000 16,859

12 15 15 100.0% 18
6,500,000 6,500,000
計画 実績 達成率 計画

100.0% 6,569,000

意       図
（成果指標）

センターの利便性の向上や適性かつ円滑な管理。
市民文化活動の向上と、交流人口の拡大。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績

活
動
指
標

指定管理料
指定管理者によるイベント開催 12

市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
魚津市上中島多目的交流センターの維持管理業務等について、指定管理制度を導入する事務並びに指定管理者との
「基本協定書」、「年度協定書」に伴う事務を行い、一般市民に施設を利用していただく。

対　   　象 上中島多目的交流センター、施設利用者、市民、指定管理者

手       段
（活動指標）

指定管理者による施設管理や地域振興のための自主事業の実施
センター敷地内未舗装部分の舗装

係　   　名 地域協働推進係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1017

開始年度 平成20年度 終了年度

地域協働課

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

共通目標１　誰もが主役のまちづくり 款

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 上中島多目的交流センター管理事務

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 １-１　地域コミュニティ活動等の推進

事  業  期　間

施  策  名 １　市民参画・協働の推進 目 企画費

総務費

１　市民自治の確立 項 総務管理費

予 算 事 業 名 上中島多目的交流センター管理事務



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
②
③
① ％
② 件
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

Ｂ 実施主体の適正化

類似事業の有無

314,273

１ 妥当である

0

314,273

301,400

目的の妥当性

0

３ 妥当でない２ 検討の余地あり１ 妥当である

実績

決算増減率

114,000

25年度 26年度

ソフト事業

終了年度平成13年度

法定受託事務１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

総
合
計
画

施  策  名

当面継続

事  業  区　分

土地改良区総代選挙執行事務

１　市民参画・協働の推進

１　市民自治の確立

共通目標１　誰もが主役のまちづくり

土地改良区総代選挙費

0765-23-1019

選挙管理委員会事務局担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

係　   　名 選挙係

580,0000

0 1,260,0000

314,273

計画

0
0

26年度

選挙費

選挙管理委員会費

開始年度

計画

基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

達成率

協働になじまない

予
算
科
目

会　   　計

項

目

有権者

選挙啓発の実施、正確な選挙事務の実施

２
事
業
概
要

事 業 概 要
土地改良法施行令の規定に基づき、土地改良区総代選挙事務を行う。
※土地改良区総代選挙事務の内容は、①選挙管理委員会の開催、②立候補者届出等の受付、③投票日当日の投票所に
おける投票の管理、④開票所における開票の管理、⑤予算執行に係る事務その他選挙執行に係る事務　等である。

対　   　象

意       図
（成果指標）

手       段
（活動指標）

一般会計

総務費款

市民協働の状況１-１　地域コミュニティ活動等の推進

より多くの有権者に適正に投票してもらい、民意を反映させる。

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

３
指
標

24年度
決算額

成
果
指
標

予算現額

0

25年度

人
件
費

12,873①需用費

0

６
評
価

Ｂ

評価の視点 Ｈ25評価

②委託料

②県支出金

支
出
内
訳

③工事請負費

支出合計（Ａ）
①国庫支出金

④負担金補助及び交付金
⑤その他

１次評価
（課長総括）

Ａ

有  効  性

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

効  率  性

2

1,574,273

土地改良区総代選挙の執行（無投票）

１ 妥当である

１ 適正である
１ 適正である

１ なし

対象の妥当性

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

③人件費（②×＠

580,000

580,000

１ 高い

0

0

0

0

単位

3000

予算現額

466,000

0

580,000

区　　分

活
動
指
標

選挙に係るトラブル件数
投票率

0

当初予算額決算額

指　標　名

投票者数

24年度単位 実績計画

0

0

0

３ 低い

内　　容

３ あり

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 妥当でない

２ 検討の余地あり
目標達成度 １ 高い

Ｂ
上位施策への貢献度

①事務事業に携わる正規職員数

評価項目
自治体関与の妥当性

Ｈ24評価

妥　当　性

4,200 円）（Ｂ）

0

0

２ 普通

２ 検討の余地あり
２ 検討の余地あり

３ 低い・未実施

３ 妥当でない

２ 普通

３ 適正でない

３ 低い
２ 改善の余地あり

２ 目標どおり

３ 適正でない
２ 改善の余地あり

２次評価

１ 高い

不要 　
事業の進め方・内容について改善の
余地あり

負担割合の適正化

コスト効率

評
価
結
果

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

選挙は無投票であったが、今後も管理執行にあたっては、適正な
執行に努める。なお、投票率向上、開票事務の迅速化、経費節減
の諸課題については、常に改善するよう努める。


